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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第１四半期累計期間
第６期

会計期間
自2019年１月１日
至2019年３月31日

自2018年１月１日
至2018年12月31日

売上高 （千円） 1,974,800 6,894,392

経常利益 （千円） 120,470 239,468

四半期（当期）純利益 （千円） 82,702 167,251

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 295,150 295,150

発行済株式総数 （株） 920,000 920,000

純資産額 （千円） 894,695 839,593

総資産額 （千円） 2,197,240 2,122,723

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 89.89 189.59

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 84.84 178.27

１株当たり配当額 （円） － 30.00

自己資本比率 （％） 40.7 39.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社株式は2018年９月21日付で東京証券取

引所マザーズ市場に上場したため、新規上場日から期末日までの平均株価を期中平均株価とみなして算定し

ております。

５．当社は、平成30年６月４日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行いましたが、第６期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額を算定しています。

６．当社は、第６期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第６期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年（平成30年）２月16日）等を

当第１四半期会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前事業年度末の数値で比較を行

なっております。

　また、当社は前第１四半期累計期間について四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比

較分析は行っておりません。

 

(1）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用情勢の改善等を背景に、景気は緩やかなが

らも回復基調を続けてまいりました。しかしながら、中国経済の減速懸念、米国の通商政策や金融資本市場の動

向、地政学リスクの高まりなどから先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況下において、当社が属するインターネット広告市場につきましては、2018年には対前年比16.5％

増の１兆7,589億円と前年に引続き伸長しております。特に当社の主力サービスである運用型広告市場は前年比

22.5％増の1兆1,518億円と大きく伸長しております。（広告費データは、株式会社電通「2018年　日本の広告費」

より引用）。

　このような環境のもと、当社のインターネット広告事業では、人材教育に引き続き注力することで販売体制の強

化を図り、既存のクライアント企業からの受注拡大、及び新規クライアント企業の獲得に注力して参りました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高1,974,800千円、営業利益120,664千円、経常利益

120,470千円、四半期純利益82,702千円となりました。

　なお、当社は、インターネット広告事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの経営成績の記載を省略

しております。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期会計期間末における資産の残高は、2,197,240千円となり、前事業年度末に比べ74,517千円増加い

たしました。これは主に、現金及び預金が36,250千円、受取手形及び売掛金が35,934千円増加したことによるもの

であります。

 

（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債の残高は、1,302,544千円となり、前事業年度末に比べ19,414千円増加い

たしました。これは主に未払金が16,049千円、未払消費税等が16,394千円増加した一方で、未払法人税等が

20,825千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、894,695千円となり、前事業年度末に比べ55,102千円増加い

たしました。これは配当金の支払等により27,600千円減少した一方で、四半期純利益の計上により82,702千円増加

したことによるものであります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第１四半期累計期間において、該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,400,000

計 3,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年５月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 920,000 920,000
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は100株です。

計 920,000 920,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2019年１月１日～

2019年３月31日
－ 920,000 － 295,150 － 95,250

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2018年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2019年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

919,800
9,198

完全議決権株式であり、権利内容

に何ら限定のない当社における標

準となる株式であり、単元株式数

は100株です。

単元未満株式 200 － －

発行済株式総数 920,000 － －

総株主の議決権 － 9,198 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年（平成19年）内

閣府令第63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2019年１月１日から2019年３

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2019年１月１日から2019年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、「企業内容等開示ガイドライン２

４の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2018年12月31日)
当第１四半期会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 790,353 826,603

受取手形及び売掛金 1,079,109 1,115,044

その他 19,355 18,770

貸倒引当金 △8,327 △8,115

流動資産合計 1,880,490 1,952,302

固定資産   

有形固定資産 9,339 10,340

無形固定資産 82 58

投資その他の資産 232,810 234,538

固定資産合計 242,232 244,938

資産合計 2,122,723 2,197,240

負債の部   

流動負債   

買掛金 837,934 848,739

未払法人税等 61,434 40,608

未払消費税等 87,846 104,240

賞与引当金 － 4,532

その他 237,647 243,133

流動負債合計 1,224,862 1,241,253

固定負債   

退職給付引当金 25,575 28,099

役員退職慰労引当金 15,563 16,292

資産除去債務 15,710 15,743

その他 1,418 1,155

固定負債合計 58,267 61,291

負債合計 1,283,130 1,302,544

純資産の部   

株主資本   

資本金 295,150 295,150

資本剰余金 95,250 95,250

利益剰余金 449,193 504,295

株主資本合計 839,593 894,695

純資産合計 839,593 894,695

負債純資産合計 2,122,723 2,197,240
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 1,974,800

売上原価 1,646,512

売上総利益 328,288

販売費及び一般管理費 207,623

営業利益 120,664

営業外収益  

受取利息 3

貸倒引当金戻入額 211

雑収入 75

営業外収益合計 290

営業外費用  

支払利息 45

為替差損 103

保険解約損 337

営業外費用合計 485

経常利益 120,470

税引前四半期純利益 120,470

法人税、住民税及び事業税 37,767

四半期純利益 82,702
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年（平成30）年２月16日）等を当第

１四半期会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
当第１四半期累計期間
（自 2019年１月１日
 至 2019年３月31日）

減価償却費 821千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株あたり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月27日

定時株主総会
普通株式 27,600 30 2018年12月31日 2019年３月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年３月31日）

　当社は、インターネット広告事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年３月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 89円89銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 82,702

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 82,702

普通株式の期中平均株式数（株） 920,000

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 84円84銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 54,770

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

2019年５月15日

 

株式会社イーエムネットジャパン

取　締　役　会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池之上　孝　幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　直　幸

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

イーエムネットジャパンの2019年１月１日から2019年12月31日までの第７期事業年度の第１四半期会計期間

（2019年１月１日から2019年３月31日まで）及び第１四半期累計期間（2019年１月１日から2019年３月31

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施され

る質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イーエムネットジャパンの2019年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　 上

 

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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